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【要旨】 

周産期医療体制と他領域との連携に関する研究（妊産婦死亡報告事業） 
 妊産婦死亡原因で産科危機的出血が最多原因であるが、年次推移でみると、2010 年に約 30%あった産

科危機的出血の割合が、約 10%まで低下してきている。一方で、脳出血・脳梗塞、心血管疾患、感染症、

肺疾患などの間接妊産婦死亡原因に関連した妊産婦死亡は減少しておらず、死亡原因の上位を占めるよ

うになった。今後、間接妊産婦死亡原因について、特に心疾患、脳出血、感染症、肺動脈血栓症に関して、

予防対策を立てていくことが重要であり、021 年度より、特に肺血栓塞栓症、心肺虚脱型羊水塞栓症、脳

出血、大動脈解離、周産期心筋症、劇症型 A 群溶連菌感染症を対象に、生存例も含めた前向き登録事業

（重篤妊産婦合併症登録事業）を立ち上げ,登録を開始した。 
周産期医療体制と他領域との連携に関する研究（J-CIMELS） 
 妊産婦死亡のさらなる減少を目指すため、日本母体救命システム普及協議会（J-CIMELS）の設立によ

って、救命救急医療との連携強化が進められている。受講者は、産婦人科医だけでなく、多くの助産師・

看護師も受講している。また、救急医や麻酔科医との合同開催であるため、施設内での母体急変時に初期

対応から集学的治療へつなげるための連携体制の構築に寄与している。加えて、近年、産科危機的出血に

よる妊産婦死亡が減少傾向を示しており、この減少に J-CIMELS による活動が寄与していると考えられ

る。 
好事例とニアミス事例の実態に関する研究 
 死亡例のみの解析では、疾患の発生頻度、治療介入の効果の検討などに限界があり、救命された事例

の登録が必要である。本年度より、死亡原因が相対的に重要となってきた下記 4 疾患について後方視的

に症例を収集し、検討した。来年度からは、前方指摘に登録・検討するしシステムを作る予定である。 
大動脈解離：妊娠中（産褥も含む）に発症した大動脈解離は、全体の約半数以上が死亡していた。死亡群

では有意に結合織疾患が少なかった。生存群の結合織疾患は、すべて妊娠前に診断されており、大動脈解

離の危険因子であるため、慎重に管理されていた。 
肺血栓塞栓症：妊娠中発症では、生存群の方が初診から24時間以内に診断された症例が有意に多かった。

妊娠中に肺血栓塞栓症を疑った場合は、画像検査を迅速に行い、早期診断を付けることが重要と考えら
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れた。産褥期発症では、生存群・死亡群ともにほとんどの症例でガイドラインに準じた静脈血栓塞栓症予

防策が行われていた。しかし、両群ともに抗凝固療法の実施率は約 25%と低かった。抗凝固療法をより積

極的に実施する必要がある可能性が示唆された。 
脳出血：母体背景に関しては、血小板数が死亡群で有意に低く、妊娠高血圧症候群が関与している可能性

が考えられた。そのため、妊娠高血圧症候群症例のみを抽出して、解析を行った。入院後の治療に有意な

差は認められなかったが、定期外来および緊急外来受診時に既に血圧上昇が認められていた場合に予後

が有意に悪かった。外来時に血圧上昇を認めた場合は、速やかに入院管理を開始する必要がある。 
A 群溶連菌感染症：子宮内感染性が疑われ、子宮内胎児死亡を合併した事例は、劇症型 A 群溶連菌感染

症を考慮した対応に移行する。妊産婦において「持続する下腹部痛」「性器出血」「子宮内胎児死亡」の所

見がある場合は劇症型 A 群溶連菌感染症へ移行するリスクが高いと考え、早期に抗菌薬投与を開始し、

妊娠管理のみならず母体集中治療が可能な高次施設への早期転院搬送を検討すべきである。 
地域に応じた周産期医療圏の設定に関する研究 
 平成 22 年の周産期医療体制整備指針で、都道府県は出生１万人対 25 床から 30 床を目標として、地域

の実情に応じた NICU の整備を進めるものとするとの指針が示された。本研究で、2017 年には NICU ベッ

ト数目標は全都道府県で達成されており、NICU入院患者数は出生数当たり6-10％であることがわかった。

一方、NICU 入院患者数が増加しても新生児医療に従事する医師数が増加していない実態も明らかになっ

た。各都道府県の新生児搬送の整備状況について解析すると、日本の出産施設は、北海道と東北地方の一

部を除いて、現在の新生児搬送体制でカバーできていることがわかった。また、北海道、青森県の下北半

島、岩手県の太平洋沿岸、京都府の日本海岸沿岸を除く地域周産期センターは、各都道府県の総合周産期

母子医療センター、または医療保険届け出病床数が 6床以上かつ周産期（新生児）専門医が１名以上いる

地域周産期センターから 60 分以内でドクターカーによってカバーできることがわかった。一部の地域を

除いて、各都道府県の総合周産期母子医療センターまたは医療保険届け出病床数が 6 床以上かつ周産期

（新生児）専門医が１名以上いる地域周産期センターに、適切な新生児医療に従事する医師数と NICU ベ

ット数、ならびに新生児搬送用ドクターカーを整備することが、今後の日本の新生児医療体制維持のた

めに重要である。 
無痛分娩の安全な提供体制の構築のための諸体制の開発に関する研究 
無痛分娩の安全性確保のために必要な方策について、先行研究の成果である「無痛分娩の安全な提供体

制の構築に関する提言」の実現を図るため、無痛分娩関係学会・団体連絡協議会（JALA）との共同研究

体制を構築し、無痛分娩の研修体制の構築、無痛分娩の有害事象の収集・分析・再発防止策の共有体制の

構築、無痛分娩取扱施設の診療体制に関する情報公開システムに関する検討を行った。 
平成三十年度（初年度）は、以下の検討を行った。①「無痛分娩の安全な診療のための講習会」におけ

る 4 カテゴリーの講習会の内容について検討を行い、関係学会・団体の合意を形成することができた。②

無痛分娩関連有害事象の収集のためのパイロットスタディを実施した。③無痛分娩に関する情報提供サ

イトである JALA サイトを開設して情報提供を開始するとともに、無痛分娩取扱施設の診療体制情報に

関する情報を収集し、一般の方々に提供するための施設データ登録システムを開発し、稼働を開始させ

た。 
令和元年度（2 年目）は、以下の検討を行い、安全な無痛分娩提供体制の構築にむけた取り組みの具体

化を進めた。①「無痛分娩の安全な診療のための講習会」における 4 カテゴリーの講習会の内容を確定

し、講習会の開催を進めた。②無痛分娩関連有害事象の収集のためのパイロットスタディの分析を行い、

事業開始に向けて倫理審査を含む準備作業を進めた。③JALA サイトによる情報提供を行うとともに、施

設データ登録システムの稼働を進め、情報公開施設数の増加策を検討した。 
令和二年度（最終年度）は以下の検討を行い、安全な無痛分娩提供体制の構築にむけた取り組みの具体

化を進めた。①前年度末から急速に流行が拡大した新型コロナウイルス感染症のため、実開催が非常に

困難となった「無痛分娩の安全な診療のための講習会」のうち可能なものについては WEB 受講を可能に

するためのシステムを開発し、講習会の継続が可能な体制を整備した。②無痛分娩関連有害事象の収集

と分析、情報共有を行う本格的な事業開始のためのシステム開発を行い、運用の準備を行った。③JALA
サイトによる情報提供を継続するとともに、施設データ登録システムの稼働を進め、情報公開施設数の

増加を図った。 
上記の研究活動を通じて、無痛分娩の安全性向上とそれに関する情報公開の体制の社会実装を実現し

た。 
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A. 研究目的 
1. 周産期医療体制と他領域との連携に関する研

究（妊産婦死亡報告事業） 
わが国の分娩施設数は約 3000、一施設あたり

の常勤医師数は約 2.5 人であり、欧米に比べて分

散している。受診アクセスが良い反面、母児の安

全を図るには人と物が分散している点は不利で

ある。周産期センター化などの医療行政、そして

現場の努力によって、周産期死亡率の低さは世

界的にトップである。これに対して妊産婦死亡

率は近年、低下しているものの、いまだ改善の余

地がある。 
妊産婦死亡に関わる疾患として、これまで産

科危機的出血が 30％以上を占めていたが、産科

危機的出血は、年々、減少を示しており、現在は

10％前後である。産科危機的出血に代わり、脳出

血、肺血栓塞栓症、大動脈解離、感染症（特に劇

症型 A 溶連菌感染症）が多数を占めるようにな

った。 
本研究では、日本における妊産婦死亡減少を

目的に継続している妊産婦死亡報告事業である

妊産婦死亡の統計について報告する。 
 

2. 周産期医療体制と他領域との連携に関する研

究（J-CIMELS） 
 現在の妊産婦死亡の一段の減少を目指すため

には、産婦人科医師のみでなく、救急医、麻酔科

医、コメディカルスタッフ等との協働およびそ

のための実践教育が重要である。あらゆる職種

の周産期医療関係者に標準的な母体救命法を普

及させるとともに、効果的な母体救命医療シス

テムの開発とその実践を促進すること、及びこ

れによる妊産婦への質の高い医療の提供と周産

期医療の向上を通じて、社会の福祉に貢献する

ことを目的として、2015 年 7 月に「日本母体救

命システム普及協議会（J-CIMELS）」を設立し

た。 
J-CIMELS 設立後より、全都道府県において、

母体蘇生の研修会を継続的に開催している。本

研究では、2018-2019 年度の研修会の開催状況に

ついて調査した。尚、2020 年度は、新型コロナ

ウイルス感染症の流行に伴い、ほとんど開催さ

れなかったため、解析から除外した。 
 

3. 好事例とニアミス事例の実態に関する研究 
 妊産婦死亡減少のための多くの取り組みによ

り、1975 年には対 100,000 出産あたり、28.7 であ

った妊産婦死亡が、近年では 4 程度まで劇的に

低下した。この低下の要因の 1 つとして、日本産

婦人科医会による妊産婦死亡報告事業ならびに

妊産婦死亡症例検討評価委員会による原因分析

が挙げられる。本事業では、わが国で生じた妊産

婦死亡を日本産婦人科医会に報告し、匿名化さ

れた調査票をもとに医学的に原因分析を行って

いる。また得られた知見を集積し、毎年、「母体

安全への提言」を刊行している。本事業は継続し

て行われているが、ここ数年、妊産婦死亡数減少

は横ばいである。そのため、本事業に加えて、新

たな体制が必要である。 
 死亡例のみの解析では、疾患の発生頻度、治療

介入の効果の検討などに限界があり、救命され

た事例の登録が必要である。本年度より、死亡原

因が相対的に重要となってきた下記 4 疾患につ

いて後方視的に症例を収集し、検討した。来年度

からは、前方指摘に登録・検討するしシステムを

作る予定である。 
これまでは、生存例はなく、死亡例のみを解析

していたため、死亡例の特徴は把握できたが、生

存した理由を解析することはできなかった。こ

れらの疾患による妊産婦死亡の減少を目的に生

存例（ニアミス事例）に関する調査を計画した。 
本研究は、大動脈解離、脳出血、肺血栓塞栓症、

劇症型A群溶連菌感染症を対象とした生存例（ニ

アミス事例）について調査し、妊産婦死亡の減少

を目指すための新たな医療体制の構築すること

を目的とした。 
 
4. 地域に応じた周産期医療圏の設定に関する研

究 
 平成 6 年度厚生省研究班（主任研究者：多田 

裕）で NICU 床必要数を 20 床/出生 10,000 と算

出。その後ハイリスク妊婦および新生児の増加

し、平成 19 年度厚生労働省研究班（主任研究

者：藤村正哲、分担研究者：楠田 聡）で

NICU 必要数を 25～30 床/出生 10,000 に増加さ

せる必要があると算出した。平成 20 年東京都

母体搬送困難事例が発生し、その原因として

NICU 病床不足が指摘され、平成 22 年の周産期

医療体制整備指針で、低出生体重児の増加等に

よって、NICU の病床数が不足傾向にあること

から、都道府県は出生１万人対 25 床から 30 床

を目標として、地域の実情に応じた NICU の整

備を進めるものとするとの指針が示された。平

成 30 年度の研究では、最近の各都道府県の

NICU の整備状況について解析し、課題を抽出

することを目的とした。平成元年度では、各都

道府県別新生児搬送状況を解析した。平成 2 年

度は、適切な新生児医療に従事する医師数と

NICU ベット数の検討することを目的に、総合

周産期母子医療センター、または医療保険届け

出病床数が 6 床以上かつ周産期（新生児）専門
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医が１名以上いる地域周産期センターからドク

ターカーで 60 分圏内の地域を解析した。 
 
5. 無痛分娩の安全な提供体制の構築のための諸

体制の開発に関する研究 
研究班設置の経緯 
 無痛分娩に関連した有害事象が大きな社会問

題となる中で、平成 29 年度厚生労働特別研究事

業「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構

築についての研究」が実施され「無痛分娩の安全

な提供体制の構築に関する提言」（以下、「提言」）

が作成された。本「提言」及びそれに基づいて作

成された自主点検表は、平成 30 年 4 月 20 日付

医政局総務課長・地域医療計画課長通知「無痛分

娩の安全な提供体制の構築について」において、

都道府県に対して分娩取り扱い施設への周知徹

底を図ることとされた。そして、「提言」の実現

をはかるための体制づくりを目的として、平成

30 年 11 月 13 日に本研究班「周産期医療の質の

分娩分担研究班の研究目的 
 本分担研究班の目的は、安全な無痛分娩の提

供体制を構築するために必要な、医療スタッフ

の研修プログラム開発、効果的な情報公開の方

法の開発、有害事象の情報収集・分析・共有に関

する仕組みの開発を行うことである。 
2020 度の分担研究班の研究目的 
 その研究目的を達成するため、2020 年度は、

2019 年度の研究成果を踏まえ、以下のような方

針で研究を進めることとした。 
向上に寄与するための、妊産婦および新生児の

管理と診療連携体制についての研究」に対して

「無痛分娩の安全な提供体制の構築のための諸

体制の開発に関する研究（担当：海野、池田、石

渡）」の実施に関する追加交付が決定し、無痛分

娩分担研究班が設置されることになった。 
1. 【JALA との連携の継続】前年度に引き続

いて無痛分娩関係学会・団体連絡協議会

（JALA）と連携して研究を進める。 
2. 【E ラーニング講習会の開発】新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大

のため、医療従事者が多数集合すること

が必要な実開催の講習会の安定的継続的

開催は、2020 年度は非常に難しい状況が

継続した。このため、このような状況下で

も、2019 年度に本格的に開始された無痛

分娩に従事する医師及び医療スタッフを

対象とした「無痛分娩の安全な診療のた

めの講習会」の開催を可能になるため、可

能な講習会については、E ラーニングに移

行する必要があると考えられた。そこで

2020 年度は、そのための方策を検討し、

実現させるためのシステムの開発を進め

ることとした。 
3. 【無痛分娩取扱施設の情報公開の推進】

無痛分娩取扱施設とその診療内容に関す

る効果的な情報公開の方法の開発を進め

る：ウェブサイトを介して提供する情報

の内容の検討を行うとともに情報公開施

設を増加させるための方策について検討

する。 
4. 【有害事象収集分析事業の開始】2019 年

度に検討を行い、倫理審査申請を行った

無痛分娩に関連した有害事象の情報収

集・分析・共有事業を開始するための体制

整備及びシステムの開発を行う。 
 
B. 研究方法 
1. 周産期医療体制と他領域との連携に関する研

究（妊産婦死亡報告事業） 
全国で起こった妊産婦死亡は、日本産婦人科

医会へ報告される。このことは、産婦人科診療ガ

イドライン（産科編）2017 では推奨レベル（A）

となっている。報告された内容は施設情報（都道

府県、施設名等）や個人情報を匿名化した上で、

妊産婦死亡症例検討評価委員会に提供され、そ

れに基づいて事例検討を行い、死亡原因、死亡に

至った過程、行われた医療との関わり、および再

発予防策などを評価している。 
 具体的には、毎月開催される「妊産婦死亡症例

検討評価小委員会」において報告書案が作成さ

れた後、年に 4 回開催される「妊産婦死亡症例検

討評価委員会」を経て、最終的な症例検討評価報

告書が作成され、日本産婦人科医会に戻されて

いる。この報告書は報告医療機関と所属の都道

府県産婦人科医会に送付され、各施設での事例

検討などに活用されている。 
 2010 年から妊産婦死亡登録事業で集積された

妊産婦死亡事例について、2010 年：45 例、2011
年：40 例、2012 年：61 例、2013 年：43 例、

2014 年：40 例、2015 年：50 例、2016 年：44
例、2017 年：43 例、2019 年：39 例、2020 年：

11 例（2020 年 6 月 30 日現在）が報告された（図

1）。28 例について事例検討が終了しており、同

事例を対象とし解析した。 
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図 1. 産婦死亡数と報告書作成数の年次推移 
 
2. 周産期医療体制と他領域との連携に関する研

究（J-CIMELS） 
  

J-CIMELS では、わが国の周産期事情に合った

母体救命に関する教育・研修プログラムを開発

した。座学ではなく、より学習効果が高いシミュ

レーション教育とし、J-MELS ベーシックコース、

J-MELS ベーシックインストラクター育成コー

ス、J-MELS アドバンスコース、J-MELS 硬膜外

鎮痛急変対応コースを実施している。J-MELS ベ

ーシックコースでは、1 次医療施設で発症した母

体急変に対して、高次医療施設へ搬送するまで

の対応をシナリオベースのシミュレーションを

通して、研修する。ベーシックコース受講後のス

テップアップ講習である J-MELS アドバンスコ

ースでは、高次医療施設へ搬送されてきた重症

母体への対応を研修する。2018 年には、無痛分

娩関連の事故報道を受け、J-MELS 硬膜外鎮痛急

変対応コースを作成した。硬膜外麻酔を用いた

無痛分娩中に起こる急変への対応を研修する。

本研究では。これら J-CIMELS 研修会の実施状況

について報告する。 
 
3. 好事例とニアミス事例の実態に関する研究 
 対象は 2013 年から 2017 年までの期間中に各

施設で管理された重篤な疾患に罹患した妊産婦

を対象とする。調査対象施設は、総合・地域周産

期母子医療センター407 施設である。 
 各施設で患者抽出を行い、診療録より後方視

的に検討する。収集された情報は匿名化された

上で提供され、施設名を匿名化したのちに、三重

大学医学部附属病院産科婦人科の研究事務局に

より管理される。一次調査により、各施設のニア

ミス事例数を把握し、ニアミス事例がある施設

に対し、二次調査を行う。二次調査で得られた情

報は研究事務局により施設番号と症例番号を付

した状態として、解析する。統計解析については

個人情報保護についての契約を遵守し担当者が

実施する。 
 
4. 地域に応じた周産期医療圏の設定に関する研

究 
 ① 厚生労働省 2017 年周産期医療体制調査、

医療施設調査、人口動態統計から、各都道府県別

NICU 設置状況、新生児医療従事者状況を解析し

た。 
② 搬送施設の選定  厚生労働省医療実績調

査の調査項目のうち、ドクターカーを活用した

年間新生児搬送件数（迎え搬送、送り搬送）およ

び新生児搬送ドクターカー保持台数（他科共用

含む）を用いた。 
年度ごとの報告のばらつきがあるため 3 年間

（2016-2018 年度）を集計し、ドクターカー保持

施設を下記のようにグループ分けした。 
・Group A: 多搬送施設、3 年間の迎え搬送件数

が 10 件以上搬送を積極的に行っている施設 
・Group B: 搬送可能施設、3 年間で送り搬送ま

たは迎え搬送を 1 件以上行っている施設 
ドクターカーを所持しているが 3 年間で 1 件も

搬送実績がない施設は除外した。また、ドクター

カーは保持していないが搬送実績がある施設に

関しては広域救急車などで搬送を行っていると

考えられるため Group A または Group B に振り

分けた。 
③  周 産 期 母 子 医 療 セ ン タ ー の 選 定      

厚 生 労 働 省 ホ ー ム ペ ー ジ
(https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00
00186912.html)に掲載の「周産期母子医療センタ

ー一覧」（2019 年 4 月 1 日現在）より、総合 109
施設、地域 300 施設を選定した。 
④ お産施設の選定 
日本産科婦人科学会運営のホームページである

周産期医療の広場（http://shusanki.org/area.html 
2019 年 10 月アクセス）の「全国分娩施設検索」

に登録されている上記周産期母子医療センター

を除いた、分娩取り扱い 1866 施設を選定した。 
⑤ ドクターヘリ搬送施設の選定 
周産期医療におけるドクターヘリの導入と運用

体制の確率を目指した調査研究（平成 29 年度

HEM-Net 調査・研究事業助成金交付事業）鹿児

島市立病院 新生児内科 平川英司先生、茨聡先

生の調査をもとに、平成 29 年度の時点でドクタ

ーヘリによる搬送を行っている施設 18 施設を選

定した。 
⑤ マッピング 
国土交通省 GIS ホームページ国土数値情報

(http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html)より、2014 年
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医療圏データ、2018 年高速道路時系列データ、

2014 年医療機関データ、2005 年湖沼データなど

の地図データを取得した。 
Ars GIS ソフト（地理情報分析支援システム 
MANDARA）を用いて、周産期センターとお産施

設をマッピングし、さらに搬送施設から 100km
圏内を同心円で示した地図を作成した。 
⑦ 出生数 e-STAT(政府統計 https://www.e-
stat.go.jp/) の 2017 年人口動態統計市町村別 1-2 
出生数・市区町村別より各市町村の出生数を取

得し、出生数別に色分けした。 
 
5. 無痛分娩の安全な提供体制の構築のための諸

体制の開発に関する研究 
1. 研究体制： 

1. わが国のこの領域に関わる専門

学会・団体が幅広く関与する体制

の迅速な構築のため、前年度より

継続して無痛分娩関係学会・団体

連 絡 協 議 会 （ The Japanese 
Association for Labor 
Analgesia; JALA）及びその構成

団体と共同研究を行った。 
2. 分担研究班内の研究グループと

それぞれの担当領域は以下の通

りだった。 
1. 研修体制グループ：無痛

分娩に従事する医師及び

医療スタッフの講習会の

開発と開催支援。 
2. 有害事象グループ：無痛

分娩に関連した有害事象

の情報収集・分析・共有体

制の構築支援。 
3. 情報公開グループ：無痛

分娩取扱施設とその診療

内容に関する情報公開の

推進のために必要な施策

に関する検討。 
 
 
2. 各研究グループの 2020 年度の研究計画 

1. 研修体制グループ： 
1. 前年度に本格開催が開始

された「無痛分娩の安全

な診療のための講習会」

の 4 カテゴリーの講習会

のうち、E ラーニングで

の開催が可能な講習会と

考えられるカテゴリーA、

カテゴリーD 講習会の E

ラーニング版の開発を行

う。 
2. 新たに麻酔科医対象のカ

テゴリーB 講習会を E ラ

ーニングとして開発する。 
3. 前年度に開発した講習会

管理システムに WEB 講

習会提供機能を追加する。 
2. 有害事象グループ：COVID-19 の

感染拡大のため遅れていた倫理

審査を完了させ、現場からの無痛

分娩関連有害事象のレポートシ

ステムを開発する。 
3. 情報公開グループ：  

1. 全国の大部分の無痛分娩

取扱施設の診療体制に関

する情報の公開を進める。 
2. JALA サイトを通じた社

会啓発活動を進める。そ

の一環として市民公開講

座の WEB 配信を行う。 
 
 
C. 研究結果 
1. 周産期医療体制と他領域との連携に関する研

究（妊産婦死亡報告事業） 

年齢 

 妊産婦死亡者の年齢分布は 19 歳から 45 歳ま

でに及び、患者年齢別に比較すると 35～39 歳が

最も多く、次いで 30～34 歳である。年齢階層別

に妊産婦死亡率を求めると、若年ほど妊婦の死

亡率が低く、その後は年齢とともに死亡率が上

昇することがわかる（図 2）。妊産婦死亡率は、

20 代前半に比べ、30 代後半で 2.8 倍、40 歳以降

で 4.7 倍上昇する。 
 
図 2.年齢階級別妊産婦死亡率 
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経産回数 

 経産回数別の妊産婦死亡率を図 3 示す。特に

多産婦において妊産婦死亡率の上昇を認めた。

発生月別の死亡数については冬季に多いなど一

定の傾向は認めなかった。また、妊産婦死亡例の

中に無痛分娩、未受診妊婦、帰省分娩妊婦が散見

されることからその数を年ごとに調査したが、

全体の分娩の中に占めるそれらの数が不明であ

るため、それらが妊産婦死亡のリスクになるの

かの検討はできなかった。 
 

図 3 経産回数別の妊産婦死亡率 

 
 

死亡原因 

 妊産婦死亡のうち、妊娠や分娩などの産科的

合併症によって死亡したと考えられる直接産科

的死亡は 60％を占め、妊娠前から存在した疾患

又は妊娠中に発症した疾患により死亡した間接

産科的死亡は 24％であった（図 4）。事故、犯罪

などによる死亡を偶発的死亡とすると、偶発的

死亡は 2％であった。自殺による死亡は 5%であ

った。不明は情報不足や死因の可能性が多岐に

渡り分類不能なものが含まれている。 
英国では間接産科的死亡が半数以上を占めてい

るといわれるが、わが国では依然直接産科的死

亡が多い。 
 妊産婦死亡 428 例における死亡原因として可

能性の高い疾患（単一）を集計した（図 5）。原

因で最も多かったのが産科危機的出血で 19%を

占めていた。次いで、脳出血・脳梗塞が 14%、心

肺虚脱型羊水塞栓症が 12%、周産期心筋症など

の心疾患と大動脈解離を合わせた心・大血管疾

患が 9%、肺血栓塞栓症などの肺疾患が 8%、感

染症（劇症型 A 群溶連菌感染症など）が 9%であ

った。年次推移でみると、2010 年に 30%あった

産科危機的出血の割合が、約 10%まで低下して

きている。
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図 4. 妊産婦死亡の範疇 (直接産科的死亡 vs 間接産科的死亡 

 
 
 

図 5. 妊産婦死亡原因（2010-2019 年） 

 
 
 
図 6. 死亡原因の年次推移 
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2. 周産期医療体制と他領域との連携に関する研

究（J-CIMELS） 
 ベーシックコースについては、2018 年は開催

数が 277 回、受講者数が 5087 人、2019 年は開

催数が 293 回、受講者数が 5101 人であった。

2015 年 11 月からの累積では、開催数が 787
回、受講者数が 14590 人であった。2020 年 3
月時点でのベーシックコース受講者の内訳は、

医師が 28%、助産師が 57%、看護師が 12%、

他が 3%であった。2019 年 3 月、開催開始から

約 3 年半で全都道府県での研修会開催を実現し

た。 
 アドバンスコースについては、当初、東京を

中心に開催されていたが、徐々に各地域での開

催が可能になってきている。2020 年 3 月時点

での累計は、開催数が 42 回、受講者数が 414
人であった。 
 硬膜外鎮痛急変対応コースについては、2018
年 5 月から開催を開始し、開催数が 18 回、受

講者数が 257 人であった。 
 2016 年 7 月からベーシックコースおよびベ

ーシック・インストラクター講習会の受講者に

対して認定証・認定カードの交付を開始してお

り、2019 年春には認定バッジが完成した。 
 
3. 好事例とニアミス事例の実態に関する研究 
大動脈解離 
 16 例の発症時期は、妊娠中発症：6 例

（37.5%）、産褥発症は 10 例（62.5%）であっ

た。妊娠中よりも産褥期での発症が多いことが

明らかとなった。生存と死亡群に分けて比較し

た。年齢、初産婦、身長、体重、発症時期に関

しては、両群間に差は認められなかった。

Stanford 分類では、死亡群で、有意に A 型が多

かった。一般女性においても、Stanford A 型が

B 型よりも死亡率が高く、妊娠中も同様に解離

の発症部位が予後に関与していた。また、結合

織疾患は、大動脈解離のリスク因子であるが、

生存群において有意に多かった。症例を詳細に

解析すると、生存群：4 例はすべて妊娠前に診

断され妊娠・産褥中も厳重に管理されていた。

一方で、死亡群：1 例は死後に Marfan 症候群と

診断されていた。Marfan 症候群は、発症のリス

ク因子であるが、厳重な管理下では死亡のリス

ク因子とはならないと考えられた。 
肺血栓塞栓症 
 70 例が登録された。生存群が 54 例、死亡群が

16 例であった。発症時期に関しては、妊娠初期

15 例、妊娠中期 4 例、妊娠後期 14 例、産褥期 37
例であり、3 相性のピーク（妊娠初期、妊娠後期、

産褥期）を示した。産褥期に最大のピークを認め

た。 
妊娠中発症（33 例）と産褥期発症（37 例）に

分けて比較した。妊娠中発症において、血栓性素

因を有する妊婦が有意に多く、妊娠初期に発症

した症例の半数（7/15 例）が血栓性素因と関係し

ていた。妊娠中発症・産褥期発症ともにプロテイ

ン S 欠乏症の占める割合が高かった。肺血栓塞

栓症発症前より血栓性素因を指摘されていた症

例は、14 例中 2 例のみであり、ほとんどの症例

が発症後の精査により判明した。また、産褥期発
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症において、BMI が有意に高く、静脈血栓塞栓症

（VTE）リスク因子のある妊婦が有意に多かった。 
 妊娠中発症を生存群と死亡群に分けて比較し

た。母体背景に関しては、死亡群で年齢が有意

に高かった。その他の母体背景に関しては、両

群間で有意差は認められなかった。死亡群で

は、生存群に比べ、初発症状出現から 24 時間

以内に心肺停止に至る重篤な症例が有意に多か

った。加えて、初診から 24 時間以内に診断さ

れた症例は、生存群で有意に多かった。 
 産褥期発症を生存群、死亡群に分けて比較し

た。母体背景に関しては、両群間で有意な差は

認められなかった。両群ともにほとんどの症例

が帝王切開後の発症であった。妊娠中発症と同

様で、死亡群で初発症状出現から 24 時間以内

に心肺停止に至る重篤な症例が有意に多かっ

た。VTE 発症予防に関しては、両群のほとんど

の症例でガイドラインに準じた予防策が行われ

ていた。しかし、両群ともに抗凝固療法の実施

率は、約 25%と低かった。 
脳出血 
 62 例が登録された。ニアミス症例（生存群）

が 42 例、死亡群が 20 例であった。それぞれ、

年齢は 33（23-44）歳 vs 34（28-44）歳、初産婦

が 15 例（36％）vs 15 例（75％）（p=0.005）、身

長 158(145-165)cm vs 155(146-170)cm、体重

58.7(42.2-76.6）kg vs 53.0(41.0-65.0)kg、分娩方

法は帝王切開30例（71％）、経腟分娩10例(24%)、
中絶 2 例(5％) vs 11 例(55%)、8(40%)例、未分娩

1(5%)例であった。発症時期は生存群で妊娠中に

18（43％）例、分娩中に 7（7％）例、産褥期に

17(40％)例 vs 8(40%)例、5（25%）例、7（35％）

例であった。 
 発症時の血液検査データが得られているもの

で、血小板数は生存群で 20.9 万/mm3(4.3-33) vs 
死亡群で 8.2万/mm3(4.4-19.5)(p<0.01)と有意に

死亡群で低値であった。フィブリノゲンは生存

群で 398(275-657)mg/dl であったが、死亡群で

のフィブリノゲン値は不明であった。来院時の

意識レベルは生存群で JCS0～Ⅰが 21 例（50％）、

JCSⅡが 9 例（21％）、JCSⅢが 9 例（21％）、死

亡群ではそれぞれ、8 例（40％）、0 例、12（60％）

であった。頭蓋内出血の部位の内訳としては生

存群で脳実質内出血が 30 例（71％）であり、く

も膜下出血が 8 例（19％）、その他が 4 例（10％）

であった。死亡群ではそれぞれ 12 例（60％）、

くも膜下出血 8 例（40％）であった。 
 合併症は、生存群で AVM は 6 例（14%）、も

やもや病 4 例(10%)、血管腫 3 例(7％)、動脈瘤 1
例(2%)であった。死亡群ではそれぞれ1例(5%)、
1 例(5%)、0 例、0 例であった。生存群のもやも

や病のうち 2 例は妊娠前に診断されていたが、

その他は事前に診断されていなかった。産科合

併症としては、妊娠高血圧症候群は 20 例(48%) 
vs 15 例(75%)（p=0.053）、妊娠糖尿病が 2(5%)
例 vs 0 例であった。 
 初発症状は生存群で頭痛 23 例、嘔気・嘔吐 8
例、意識障害 17 例、けいれん 8 例、心停止 1 例、

呼吸停止 1 例、心窩部痛 0 例であった。死亡群

ではそれぞれ頭痛 6 例、嘔気・嘔吐 9 例、意識

障害 12 例、けいれん 2 例、心停止 2 例、呼吸停

止 3 例、心窩部痛 9 例であった。脳血管障害の

診断時の意識障害が JCSⅢ-300 であった例が生

存群で 9 例（21％）、死亡群で 17 例（85％）と

有意な差を認めた（p<0.000）。 
 脳実質内出血の部位としては生存群で被殻出

血が 9 例（21％）vs 死亡群で 2(10％)、尾状核

出血は 3 例(7％) vs 1 例(5％)、前頭葉出血は 2 例

(5％) vs 0 例、皮質下出血は 2 例(5％) vs 0 例、

後頭葉出血は 1(2％) vs 1 例(5％)、脳室内出血は

1(2％) vs 1 例(5％)である。橋出血、小脳出血、

放線冠の出血が生存群でそれぞれ 1 例ずつ認め

た。 
発症場所が施設外であったものは生存群：14 例

（33％）vs 死亡群：3 例(15％)であった。1 次施

設に入院中であったものは生存群：13 例(31％) 
vs 死亡群：7(35%)、二次施設あるいは三次施設

入院中であったものは生存群：14 例（33％） vs 
死亡群：10(50％)であった。生存群で一例発症場

所の記載がなく不明であった。 
 退院時の転帰は modified Rankin Scale（mRS）
を用いており、予後良好（mRS0-2）は 27 例(64％)、
予後不良(mRS3-5)は 14 例（33％）、不明が 1(2％)
であり、本研究における死亡率は 32％であった。

脳外科手術が施行されたものは生存群で 18 例

(43％) vs 死亡群で 5 例(25％)であった。 
新生児の予後は生存群において生存38例(90%)、
死産 1 例(2％)、新生児死亡 0 例、不明 1 例(2％)、
中絶 2 例（5％）、未分娩 0 例であった。死亡群

では、生存 18 例(90％)、死産 0 例、新生児死亡

0 例、不明 1 例（5％）、中絶 0 例、未分娩 1 例

(5％)であった。 
母体背景に関しては、血小板が死亡群で有意

に低く、妊娠高血圧症候群が関与している可能

性が考えられた。そのため、疾患回避可能性の観

点から、妊娠高血圧症候群の合併例を抽出して、

解析した。妊娠高血圧症候群の合併例は、生存群

が 20 例、死亡群が 15 例であった。脳実質内出

血は 13 例(65％) vs 9 齢(60%)で、くも膜下出血

は 7 例(35%) vs 6 例(40%)であった。生存群のう

ち予後良好例は 14 例(70％)、予後不良例は 5 例

(25%)、不明が 1 例(5%)であった。外来で妊娠高
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血圧症候群と診断されている例が生存群で 3 例

(15%) vs 10 例(67%)で有意な差（p=0.002）がみ

られた。頭蓋内出血の妊娠中発症は 14 例(70％) 
vs 9 例(60％)、産褥発症例は 6 例(30％) vs 6 例

(40％)であった。妊娠高血圧症候群の診断から娩

出までの期間に有意な差を認めなかった。 
A 群溶連菌感染症 

調査期間中に MFICU 連絡協議会登録医療機

関 192 施設のうち 126 施設（65.6％）から参加

協力があり、生存群 15 例が登録された。死亡

群は 13 例であった。 
患者背景（年齢、経産回数、発生時期、初発症

状発生時の妊娠週数および発生場所）は、両群

間に明らかな差は認められなかった。 
 臨床経過では、初回受診時の治療は、生存者

で抗菌薬の全身投与が多く行われている傾向に

あった。劇症化から集中治療が開始されるまで

の時間は、生存者で 1 時間以内に開始されてい

る傾向にあった。劇症化時点での胎児の状態

は、死亡者で胎児死亡となっている傾向にあっ

た。胎児の転帰は、生存群で後遺症なく生存し

ている傾向がみとめられた。 
また、生存群において、治療の契機となった

症状、検査、病歴等について検討したところ、

産褥期に発症した症例は全て入院中に発症して

いたことが早期介入の契機となっていた。妊娠

中に発症した症例では、6 例が臨床症状から重

症感染症を疑われ診断が確定する前に抗菌薬の

全身投与などの治療介入が行われていた。ま

た、A 群溶連菌（GAS）迅速抗原検査陽性が契

機となった症例が 2 例、GAS 感染症の家族歴が

治療介入の契機となった症例が 2 例存在した。 
 

4. 地域に応じた周産期医療圏の設定に関する研

究 
①各都道府県別 NICU 整備状況 
 NICU は、全国すべての都道府県で目標とする

出生数 1 万人当たり 25 床を上回り平均 36.8 床で

あった（図 7）。 
 

 
 ②NICU 入院患者数と NICU 床数 

 NICU 入院数と NICU 床数は、正の相関関係が

あり出生数 1 万人当たり 600-1000 人の入院に対

し NICU30 床から 40 床で対応している都道府県

が多かった（図 8）。 
 

 
③NICU 入院患者数と新生児医療従事医師数 
  NICU 入院患者数が増加しても新生児医療

従事医師数は増加していなかった（図 9）。同じ

NICU 床数、NICU 入院患者数でも新生児医療従

事医師数に 4 倍近い差がある都道府県もあっ

た。  

 
④ 各市町村別出生数と周産期センター整備状

況 
 

 

図 7 

図 8 

図 9 
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1. 周産期センターは、出生数の多い地域に

配置されている。 
2. 周産期センターおよびお産施設は高速道

路へのアクセスの良い場所に設置されて

いる。 
 
⑤ 周産期センターおよびお産施設と、搬送可

能施設の 100km 圏内を同心円の関係 

 

 
1） 北海道と東北地方の一部の地域を除く周産

期センターおよびお産施設が、新生児搬送可能

施設の 100km 圏内を同心円内に配置されていた。 
⑥ 総合周産期母子医療センター、または医療

保険届け出病床数が 6 床以上かつ周産期（新生

児）専門医が１名以上いる地域周産期センター

からドクターカーで 60 分圏内の地域 

 

 

 

 
1）北海道、青森県の下北半島、岩手県の太平洋

沿岸、京都府の日本海岸沿岸を除く、地域周産期

センターは、総合周産期母子医療センター、また

は医療保険届け出病床数が 6 床以上かつ周産期

（新生児）専門医が１名以上いる地域周産期セ

ンターからドクターカーで 60 分圏内の地域に配

置されている。 
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5. 無痛分娩の安全な提供体制の構築のための諸

体制の開発に関する研究 
1. 会議の開催：無痛分娩分担研究班の全体会議

を JALA 総会との同時開催の形式で 2 回開催

した。 
1. 第 6 回：2020 年 6 月 19 日 
2. 第 7 回：2021 年 2 月 25 日 

2. 各研究グループの研究成果： 
1. 研修体制グループ： 

1. WEB 講習会の開発：「無

痛分娩の安全な診療のた

めの講習会」の 4 つのカ

テゴリー講習会のうち、

カテゴリーA 講習会、麻

酔科医対象のカテゴリー

B 講習会、カテゴリーD
講習会のための E ラー

ニングコンテンツ及び受

講確認試験を作成した。 
2. WEB 講習会開始時期の

決定：第 8 回 JALA 総

会の決定により、JALA
主催の講習会については

有料とする方針となっ

た。WEB 講習会の開催

準備が、2020 年度末近

くになって完了したこと

から、WEB 講習会につ

いては 2020 年度中に試

験的に開始し、本格開始

は 2021 年度当初よりと

する方針となった。 
2. 有害事象グループ： 

1. 倫理審査の完了 
1. 2020 年 6 月 4 日 

三重大学倫理委

員会 「無痛分

娩関係・団体連

絡協議会有害事

象収集および分

析事業～より安

全な無痛分娩の

提供体制構築の

ための無痛分娩

取扱施設を対象

とした有害事象

全国アンケート

調査研究～」最

終承認 
2. 2020 年 7 月 1 日 

日本産婦人科医

会倫理委員会 

承認 
2. 有害事象報告フォームの

開発：有害事象の迅速な

報告を促すため医療従事

者向け JALA サイトから

直接事務局に対して報告

ができる報告フォームを

開発し、JALA サイトに

実装した。 
3. 情報公開グループ： 

1. JALA サイトの運営：

JALA 情報公開分科会と

連携し、無痛分娩に関す

るインターネットを介し

た情報提供サイト、

JALA サイト「医療関係

者向け」

（https://jalasite.org/doc
/）及び JALA サイト

「一般の方向け」

（https://jalasite.org/）
の運営を担当し、運営上

必要なシステム改修を行

った。 
2. JALA サイトを介した情

報発信：一般の方及び医

療従事者を対象として、

情報提供・啓発を目的と

した記事をアップした。 
1. 医療従事者向け 

1. 【2020 年 7 月 5 日更新】令和元

年度無痛分娩分担研究班報告書 
2. 【2020 年 7 月 13 日更新】2020

年前半の JALA 活動報告 
3. 【2021 年 2 月 13 日更新】無痛

分娩施設情報に「麻酔科標榜医

資格を有する産婦人科医数」に

関する情報が追加されました。 
2. 一般向け 

1. 【2020 年 7 月 13 日更新】2020
年前半の無痛分娩関係学会・団

体連絡協議会（JALA）の活動

についてのご報告 
2. 【2020 年 9 月 12 日更新】第 2

回 JALA 市民公開講座【WEB
配信】お産に関わる医療につい

て、今知っておきたいこと」を

アップした。 
3. 無痛分娩取扱施設情報公開の推進：

JALA 情報公開分科会と連携し、JALA 無痛分
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娩診療体制情報公開事業の推進に協力し、「診

療データ登録システム」を通じて行われる公開

申請に対し、その申請内容及び施設サイトにお

ける情報公開の内容の確認、それにもとづく

JALA サイトを通じた施設情報公開の可否に関

する判定業務を行った。その結果、事業への参

画施設数は以下のように増加した。 
1. 参画同意施設数  355（第 7

回総会時）→361（2020 年 6 月

9 日）→365（2021 年 2 月 19
日） に増加：JALA サイトを

介しての参画希望施設に対し順

次, ID, Password 送付を行っ

た。 
2. 公開依頼施設 153（2020 年 4

月 23 日）→155（2020 年 6 月 9
日）→176 （2021 年 1 月 30
日） 

3. 公開施設 106（2020 年 4 月 23
日）→111 （2020 年 6 月 9
日）→ 132 （2021 年 2 月 19
日） 

 
 
4. 公開保留施設・未公開依頼施設への公開

支援活動：公開保留施設に対して順次、照会の

メールを送り、公開支援を進めた。 
5. 産婦人科と麻酔科の勤務医師数の項に

「麻酔科標榜医資格を有する産婦人科医師数」

欄を 2021 年 2 月 8 日より追加：公開施設の

内、麻酔科標榜医資格を有する産婦人科医が勤

務していた 16 施設に希望があれば施設データ

の更新を行うようにメールで連絡した。（2021
年 2 月 19 日現在 5 施設が対応済み） 
6. 講習会管理システムの改修：前年度に開

発した講習会管理システムに WEB 講習会の設

定と提供機能を追加した。 
 
3. 分担研究班としての研究成果 

1. 無痛分娩関係学会・団体連絡協

議会（JALA）との共同研究の

推進： 
1. JALA 総会・分科会の会

議は分担研究班の会議と

共催の形で開催した。 
2. 会議・講習会・検討会等

の開催経費及び情報公開

システム構築に関連した

経費は、その研究実態に

応じて JALA と分担研究

班で按分して負担した。 

3. 本研究で開発された無痛

分娩の安全な提供体制の

構築のための諸体制の管

理運営は原則として

JALA が担当し、安定的

運営の基盤形成を進め

た。 
 
D. 考察・結論 
1. 周産期医療体制と他領域との連携に関する研

究（妊産婦死亡報告事業） 
2010 年以降、妊産婦死亡率（分娩 10 万対の妊

産婦死亡数）は約 4-5 で推移している。 
妊産婦死亡率は、40 代は 20 代と比較すると約 5
倍であることが明らかとなった。ライフスタイ

ルの変化、生殖医療の進歩などにより妊娠の高

齢化が進んでいることから、考慮していかなけ

ればならない事実である。 
 日本における 1900 年代の妊産婦死亡率（分娩

10 万対の死亡数）は約 400、1990 年代になると

約 8 まで減少した。2010 年から 2018 年の死亡

報告事例数は、2010 年には 45 例、2011 年：40
例、2012 年：61 例、2013 年：43 例、2014 年：

40 例、2015 年：50 例、2016 年：43 例、2017
年：47 例、2018 年：36 例、2019 年：39 例と概

ね年間 40 例前後（妊産婦死亡率は約 4）で推移

しており、100 年前と比較し 100 分の１まで減

少しているものの、近年は横ばいで推移してい

る。 
妊産婦死亡者の年齢分布は 19 歳から 45 歳まで

に及び、患者年齢別に比較すると 35～39 歳が最

も多く、次いで 30～34 歳である。年齢階層別に

妊産婦死亡率を求めると、若年ほど妊婦の死亡

率が低く、その後は年齢とともに死亡率が上昇

している（図 1）。妊産婦死亡率は、20 代前半に

比べ、30 代後半で 2.8 倍、40 歳以降で 4.7 倍上

昇する。高年齢であるほど、妊産婦死亡率は高く

なり、特に 35 歳以上から急激に高くなる。生殖

補助医療の普及、妊娠が高齢化している現在、妊

娠の高年化は母体にとってリスクであることは、

社会へ発信しなければならない。 
妊産婦死亡原因で最も多かったのが産科危機的

出血で 20%を占めていた。次いで、脳出血・脳梗

塞が 15%、心肺虚脱型羊水塞栓症が 12%、周産

期心筋症などの心疾患と大動脈解離を合わせた

心血管疾患が 9%、肺血栓塞栓症などの肺疾患が

8%、感染症（劇症型 A 群溶連菌感染症など）が

9%であった。 
妊産婦死亡原因で産科危機的出血が最多原因で

あるが、年次推移でみてみると、2010年に約30%
あった産科危機的出血の割合が、約 10%まで低
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下してきていることがわかる。近年の産科危機

的出血による妊産婦死亡の減少傾向は、母体安

全の提言の発刊、その啓発活動、診療ガイドライ

ンに沿った診療の励行、母体急変対応の普及（J-
CIMELS、PC キューブ、ALSO）などの効果で

ある可能性は高いと考えられる。一方で、脳出

血・脳梗塞、心血管疾患、感染症、肺疾患などの

間接妊産婦死亡原因に関連した妊産婦死亡は減

少しておらず、死亡原因の上位を占めるように

なった。 
 今後、間接妊産婦死亡原因について、特に心

疾患、脳出血、感染症、肺動脈血栓症に関し

て、予防対策を立てていくことが重要である。

そのため、2021 年度より、特に肺血栓塞栓症、

心肺虚脱型羊水塞栓症、脳出血、大動脈解離、

周産期心筋症、劇症型 A 群溶連菌感染症を対象

に、生存例も含めた前向き登録事業（重篤妊産

婦合併症登録事業）を立ち上げ,登録を開始し

た。 
 
2. 周産期医療体制と他領域との連携に関する研

究（J-CIMELS） 
 研修会を順調に開催でき、ベーシックコース

については全都道府県での開催を実現できた。

アドバンスコースについても、徐々に各地域で

の開催が可能になってきている。研修会の受講

者が産婦人科医だけでなく、多くの助産師・看護

師が受講していること、救急医や麻酔科医との

合同開催であることが重要である。このことが

施設内での母体急変時に初期対応から集学的治

療へつなげるための連携体制の構築に寄与して

いる。また、近年、産科危機的出血による妊産婦

死亡が減少傾向であることは、複合的な要因は

あるものの J-CIMELS による活動が寄与してい

ると考えられる。 
 今後、J-CIMELS がさらに広く認知され、よ

り多くの医師、助産師、看護師、救命士が研修

会を受講することが望まれる。また、最新の心

肺蘇生法や全身管理法を身に付けるためには、

一度だけでなく、定期的に研修会を受講し、取

り入れていく必要がある。 
 
3. 好事例とニアミス事例の実態に関する研究 
大動脈解離 
 大動脈解離は、全体の約半数以上が死亡して

いた。妊娠中に大動脈解離を発症した場合の死

亡率は、極めて高いことが、本調査によって判

明した。 
 また、妊娠中発症より産褥発症が多く、一般

的に、妊娠中の循環血液量の増加の影響によっ

て、大動脈解離は妊娠中発症が多いと考えられ

やすいが、妊娠中よりも産褥期での発症が多い

ことが明らかとなった。 
生存群と死亡群で比較すると、死亡群では有

意に Stanford A 型が多く、結合織疾患が少なっ

た。Stanford A 型は非妊婦においても、B 型と

比較し死亡率が高く同様の結果であった。結合

織疾患は、大動脈解離の危険因子である。本調

査での結合織疾患は、すべて妊娠前に診断され

ており、大動脈解離の危険因子を有しているた

め、慎重に管理されていた。 
 本調査において、妊娠中に発症した大動脈解

離の死亡率が高いが、危険因子を事前に把握

し、慎重に管理することが重要である。 
肺血栓塞栓症 
 肺血栓塞栓症の発症時期に関しては、これま

での報告と同様に、妊娠初期、妊娠後期、産褥期

の 3 相性であった。 
 血栓性素因に関しては、妊娠中発症において、

血栓性素因のある妊婦が産褥期発症に比べ、有

意に多かった。また、妊娠初期に肺血栓塞栓症を

発症した症例の約半数が血栓性素因と関係して

いた。両群ともにプロテイン S 欠乏症の頻度が

高く、既報通りであった。また、先天性血栓性素

因の患者の多くは非妊娠時に血栓性イベントを

経験することはないが、妊娠中の血栓症のリス

ク増加は顕著である。本調査においても、血栓性

素因を有する妊婦の多くが、肺血栓塞栓症の発

症を契機に判明した。 
妊娠中発症における生存群と死亡群の比較で

は、母体背景に関しては、年齢以外に有意な差は

認められなかった。死亡群では、生存群に比べ、

重篤な症例は多いが、本調査において、初診から

24 時間以内に診断された症例が生存群で有意に

多いことがわかった。妊娠に関連した VTE では、

症状が妊娠における生理的変化と類似している

ため、症状のみでの診断は難しい。また、Wells ス
コアや改訂ジュネーブスコアなどの VTE 予測ス

コアは妊娠中、信頼性が低くなる。そのため、妊

娠中、肺血栓塞栓症が臨床的に疑われる場合は

画像検査が必須と考えられる。妊娠中に肺血栓

塞栓症を疑った場合には、画像検査を迅速に行

い、早期に診断を付けることが重要と考えられ

た。 
 産褥期発症においては、肥満や帝王切開との

関連が報告されているが、本調査においても、

妊娠中発症に比べ、BMI が有意に高く、生存

群・死亡群ともに帝王切開後の発症が多かっ

た。妊娠中発症と同様で、死亡群で重篤な症例

が有意に多く、疾患の重症度が予後規定因子と

考えられた。そのため、発症予防が重要である

が、VTE 発症予防に関しては、ほとんどの症例
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でガイドラインに準じた予防策が行われてい

た。しかし、両群ともに抗凝固療法の実施率は

約 25%と低かった。抗凝固療法をより積極的に

実施する必要がある可能性が示唆された。 
脳出血 
 発症時期に関して、生存群と死亡群の比率は、

妊娠中から分娩中までは同程度であるが、産褥

期において、生存群が多く認められた。このこと

から脳血管障害の発症時が児娩出後であった場

合、母体の治療のみに優先できることが救命に

関与している可能性が示唆された。 
 母体背景に関しては、血小板数が死亡群で有意

に低く、妊娠高血圧症候群が関与している可能

性が考えられた。そのため、妊娠高血圧症候群症

例のみを抽出して、解析を行った。入院後の治療

に有意な差は認められなかった。今後、本研究で

は調査していないが、硫酸マグネシウムの使用

タイミングが適正であったかどうかなどについ

ても検討していく必要がある。外来で妊娠高血

圧症候群と診断されている症例が死亡群で有意

に多く認められた。このことから、外来時に妊娠

高血圧症候群を発症している妊婦は、発症から

すでに長く経過している可能性があり、このこ

とが血管内皮障害の程度を左右し、出血性脳血

管障害の重症度に関連する因子であると考えら

れた。外来時に血圧上昇を認めた場合には、速や

かに入院管理を開始する必要があることが示さ

れた。 
A 群溶連菌感染症 
 本研究の結果として、以下のことが重要と考

えられる。 
（1）劇症型 A 群溶連菌感染症による妊産婦死

亡が一定の割合を占める現状を認識すること 
（2）初期症状で劇症型 A 群溶連菌感染症を診

断することは困難であるため、簡便なスクリー

ニング法（Centor criteria）を周知する必要があ

る。 
（3）早期の集学的な医療介入が不可欠である

ため、高次医療機関への搬送判断のための簡便

なスクリーニング法（qSOFA）を周知する必要

がある。 
（4）子宮内感染性が疑われ、子宮内胎児死亡

を合併した事例は、劇症型 A 群溶連菌感染症を

考慮した対応に移行する。 
妊産婦において「持続する下腹部痛」「性器

出血」「子宮内胎児死亡」の所見がある場合は

劇症型 A 群溶連菌感染症へ移行するリスクが高

いと考え、早期に抗菌薬投与を開始し、妊娠管

理のみならず母体集中治療が可能な高次施設へ

の早期転院搬送を検討すべきである。 
A 群溶連菌迅速診断キットは感度 90％以上、

特異度 95％以上のものが多く、陽性の場合は診

断の可能性が高い。しかし、A 群溶連菌を咽

頭・扁桃に保菌する健常者が存在するため、迅

速診断キットのみ、または臨床症状や理学所見

のみで A 群溶連菌による咽頭・扁桃炎とウイル

ス性咽頭炎を区別することは困難である。逆

に、理学所見と検査を組み合わせると陽性尤度

比は 179 である。すなわち Centor criteria を 2 つ

以上満たし迅速溶連菌検査が陽性であれば、検

査前確率 10%は検査後確率 94.7%まで引き上げ

られることになる。そのため、A 群溶連菌感染

症と考えて抗菌薬を投与する場合は、迅速検査

で陽性を確認することが望ましい。検体採取時

は、口蓋・扁桃・咽頭後壁の発赤部を綿棒で数

回擦過し確実に検体を採取すべきであり、唾液

や鼻汁が含まれて誤判定にならないように注意

する。 
 

4. 地域に応じた周産期医療圏の設定に関する研

究 
 ① 2017 年調査で、NICU ベット数は出生１

万人対 25 床から 30 床は全都道府県で達成され

ていることがわかった。また、NICU 入院患者

数は出生当たり 6-10％であることがわかった。

一方、NICU 入院患者数が増加しても新生児医

療に従事する医師数が増加していない実態も明

らかになった。 
② 日本の出産施設は、北海道と東北地方の一

部を除いて、現在の新生児搬送体制でカバーで

きていることがわかった。 
③ 北海道、青森県の下北半島、岩手県の太平

洋沿岸、京都府の日本海岸沿岸を除く地域周産

期センターは、各都道府県の総合周産期母子医

療センター、または医療保険届け出病床数が 6
床以上かつ周産期（新生児）専門医が１名以上

いる地域周産期センターから 60 分以内でドク

ターカーによってカバーできることがわかっ

た。 
 一部の地域を除いて、各都道府県の総合周産

期母子医療センターまたは医療保険届け出病床

数が 6 床以上かつ周産期（新生児）専門医が１

名以上いる地域周産期センターに、適切な新生

児医療に従事する医師数と NICU ベット数、な

らびに新生児搬送用ドクターカーを整備するこ

とが、今後の日本の新生児医療体制維持のため

に重要である。 
 
5. 無痛分娩の安全な提供体制の構築のための諸

体制の開発に関する研究 
1. 研修体制グループ：「無痛分娩の安全な

診療のための講習会」の 4 カテゴリーに
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ついて、それぞれの講習会を安定して開

催し、全国の受講希望者が受講可能な体

制を整備することを目的に研究を行っ

た。2020 年度は COVID-19 の感染拡大

のため大多数の学会が実開催を断念し、

WEB 開催となった。このため 2019 年

度は関連学会等の開催時に開催していた

JALA 講習会のこれまで通りの開催は事

実上不可能となった。この状況の継続期

間の予測がつかないこと、同様の事態は

他の感染症や自然災害によっても発生し

うることを考慮し、全国の医療従事者が

安定的に受講可能な体制の整備が必要と

考えられた。 
2. JALA 講習会の中で産婦人科医を主たる

対象とするカテゴリーB 講習会及びカテ

ゴリーC 講習会は、シミュレーション演

習が重要な構成要素となっており、イン

ターネット等を介した WEB 開催だけで

は目的とする研修成果を挙げることが難

しいと考えられた。 
3. その一方、座学が中心のカテゴリーA 講

習会、2020 年度に開発予定だった麻酔

科医対象のカテゴリーB 講習会、助産

師・看護師対象のカテゴリーD 講習会

は、E ラーニングへの移行が可能と考え

られた。 
4. 今年度の研究によりこれらの 3 種の講習

会についてコンテンツが作成され、それ

をインターネット上で提供するシステム

の開発も終了することができた。 
5. その結果、2021 年度以降、2019 年度に

受講申込を行いながら COVID-19 感染

拡大のため受講できなかった方々を含

め、安定して受講機会を JALA が提供

できる体制を整備することが可能になっ

ており、無痛分娩の安全性向上のための

研修機会の社会実装という本研究の目的

のひとつは達成することができたと考え

られる。 
 
 
6. 有害事象グループ：JALA の「無痛分娩

有害事象収集分析事業」は、2020 年度倫理審査

が完了した。本研究により報告フォームの実装

も終了しており、今後、2019 年以降の無痛分娩

関連有害事象の収集が開始される。 
 
 
7. 情報公開グループ： 

1. 2020 年度、COVID-19 感染拡大

が産科診療現場に重大な影響を

与えた。特に年度前半におい

て、JALA サイトへの施設情報

公開申請数が著しく減少した。 
2. しかし 2021 年に入り、既に施

設情報を公開している施設から

の情報更新申請が増加し、無痛

分娩に関する情報公開推進とい

う考え方は、多くの施設で共有

されていると考えられた。 
8. 分担研究班全体：2020 年度本分担研究

班は、平成 29 年度厚生労働特別研究事業「無

痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築につ

いての研究」の「無痛分娩の安全な提供体制の

構築に関する提言」の中で指摘された、研修体

制、情報公開体制、有害事象再発防止体制を構

築するための基盤の確立のため、JALA ととも

に活動を継続した。今後、JALA の活動の活発

化と安定化を推進し、自立した組織としていく

ためには、e-learning 方式の導入が可能な講習

会等についてはオンラインの研修、講習等を積

極的に活用し、受講者負担を軽減するとともに

外的要因による研修機会の制約を最小限にする

方策の検討を進める必要があると考えられる。 
 
E  結論 
 無痛分娩の安全性確保のために必要な方策に

ついて、2020 年度は、研究の最終年度として、

先行研究の成果である「無痛分娩の安全な提供

体制の構築に関する提言」の実現を図るため、

無痛分娩関係学会・団体連絡協議会（JALA）

との共同研究体制をさらに推進し、本研究の成

果が本研究終了後もわが国の社会に定着し、無

痛分娩の安全性向上の流れが持続することを目

指して研究を行った。その結果、医療従事者向

け JALA サイトを通じた無痛分娩取扱施設との

連携体制の構築、一般向け JALA サイトを通じ

た無痛分娩関連情報及び無痛分娩取扱施設情報

の提供体制の構築、WEB 講習会としての「無

痛分娩の安全な診療のための講習会」提供体制

の構築を達成し、今後その運営を JALA に引き

継ぐことができた。また、無痛分娩の有害事象

の収集・分析・再発防止策の共有体制について

も、その基本的枠組と運営上必要な情報共有シ

ステムを構築した。 
 COVID-19 感染の拡大という想定外の外的要

因により 2019 年度末以降、特に講習会活動に

おいて軌道修正を余儀なくされたが、このよう

な事態となる以前から無痛分娩の安全性向上の

ための活動を持続的に進めて行くためには

WEB 講習会の開発が必要という認識は、研究
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協力者及び JALA 構成団体の中で共有されてお

り、最終年度にそのための体制構築が完了した

ことは、本研究の目的を達成する上ではより望

ましい結果をもたらしたとも考えられる。今後

は JALA 及びその構成団体によって、本研究の

成果である無痛分娩の安全性向上のための体制

全体がさらに発展していくことが期待される。 
 
F．健康危険情報 
 研究内容に介入調査は含まれておらず、関係

しない。 
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